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2019 年 7 月 1 日 

株式会社シーアールイー 

 

報道関係者各位 

 

 

「株式会社倉庫人材派遣センター」設立のお知らせ 
 

株式会社シーアールイー（代表取締役社長/亀山忠秀 本社/東京都港区）は、株式会社ツナググループ・ホ

ールディングス（代表取締役社長/米田光宏 本社/東京都千代田区、以下「ツナググループ・ホールディングス」と

いいます。) と、5 月 15 日に発表いたしました通り、7 月 1 日付で新会社「株式会社倉庫人材派遣センター

（以下、倉庫人材派遣センター）」を設立いたしましたのでお知らせいたします。 

 

1. 概要 

名称 株式会社倉庫人材派遣センター 

所在地 東京都千代田区有楽町 1-1-3 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長  石橋 弘二 

事業内容 倉庫・物流企業と派遣企業のマッチングサービスの運営 

資本金及び資本準備金 20 百万円 

出資者及び出資比率 株式会社ツナググループ・ホールディングス  

株式会社シーアールイー        

51％ 

49％ 

役員構成 代表取締役社長 石橋 弘二 

取締役       渡邉 英助 

取締役       後藤 信秀 

監査役       西村 孝徳 

 

2．サービス概要 

倉庫人材派遣センターでは「派遣センター」の運営を行います。 

「派遣センター」は倉庫内作業の派遣スタッフを利用したいユーザー企業と派遣会社をマッチングさせるプラットフォ

ームです。ユーザー企業は必要となる派遣スタッフ数などの条件を当該プラットフォームに登録し派遣依頼をすると、

派遣センター内で提携している複数の派遣会社へ登録情報が共有され、派遣会社が派遣可能な人員を応募する

ことでマッチングが成立し、スタッフを派遣させることができる仕組みです。 

このサービスを利用することで、個別に複数の派遣会社とのやり取りが不要になり、より簡単に多くの人員の確保

が可能になることに加え、その過程に起こる事務的処理の工数削減も可能です。 

サービス対応エリアは当初関東のみとなりますが、順次対応エリアを拡大してまいります。 
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① ユーザー企業は必要となる派遣スタッフ数などの条件を「倉庫人材派遣センター」（＝プラット

フォーム）に登録し派遣依頼をします。 

② 「倉庫人材派遣センター」内で提携している複数の派遣会社へ登録情報が共有され、派遣会社

が①の依頼に対し、派遣可能な人員を応募します。 

③ ユーザー企業と派遣会社のマッチングが成立します。 

④ 派遣会社がユーザー企業へスタッフを派遣します。 

 

派遣センターサービスのイメージ図 

 

3.  新会社設立の背景と目的 

物流現場は採用難に加えて、EC の拡大に伴う作業の細分化・複雑化・高度化により、大きな作業負担を強い

られています。また、今後物流現場での人手不足・雇用困難な状況はさらに深刻化していくと予想されています。 

そこで、当社が事業ビジョンとして掲げる「世界の人とモノをつなぐ物流インフラプラットフォーム」構築の一環として物流

における重要課題の一つである、労働力不足を解消するため、ツナググループ・ホールディングスと当社で新会社を

設立し、物流現場へのスムーズな人材提供を可能にするサービスを提供いたします。 

 

今後もシーアールイーグループは、事業シナジーの創出を通じて、グループの事業ビジョンである「物流インフラプラッ

トフォーム」の実現を図ってまいります。 

 

■株式会社シーアールイー 

 当社は、現在、物流不動産を中心に約 1,500 物件、約 146 万坪（約 480 万㎡）※1 の不動産の管理

運営を行っております。物流不動産特化の管理会社としては、国内最大規模となり、サービス領域においては、 

物流不動産開発・テナントリーシングから竣工後のアセットマネジメント、プロパティマネジメントまでのトータルサー 

ビスをワンストップでご提供しております。 

物流不動産開発においては、現在、物流施設 4 物件、延べ面積約 66,893 坪（約 221,136 ㎡）の

開発を進めております。当社独自に構築してまいりました多数のテナント企業とのリレーションシップによりテナント企 

業が求めるニーズを的確に捉え、テナント企業の個別ニーズを満足させた上で更に機能性・汎用性をも兼ね備 



3 

 

えた物流施設造りを推進し、継続的にご提供してまいります。また、前身からの 50 年におよぶ業歴から得た物 

流不動産の管理運営の知見・ノウハウを開発事業に注ぎ込むことにより、利用者の立場に立った利便性の高 

い施設開発を目指し、首都圏は勿論のこと、全国の物流適地において積極的に物流施設開発に取り組んで 

いく方針です。 

※1 2019 年 4 月末時点 

 

以上 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

■報道機関等からのお問い合わせ先：財務チーム 広報担当 TEL 03-5572-6600（代表） 

■その他サービス内容に関する各種お問い合わせ先：事業開発室 TEL 03-5572-6617 

企業サイト https://www.cre-jpn.com/ ロジスクエア https://www.logi-square.com/ 

https://www.cre-jpn.com/

